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【図表3】近年のガバナンスにまつわる動き 

＊Between編集部にてまとめ

2014（H26）

2015（H27）

2016（H28）

2017（H29）

2018（H30）

2019（R1）

2020（R2）

2021（R3）

2022（R4）

2023（R5）

2024（R6）

年度       大学のガバナンス改革にまつわる動き                            概要

私立学校法改正

2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）

私立学校法改正

閣議決定「経済財政運営と改革の基本方針2019」

国立大学協会「国立大学法人ガバナンス・コード」策定

日本私立大学連盟「私立大学ガバナンス・コード【第１版】」策定
日本私立大学協会憲章「私立大学版ガバナンス・コード〈第１版〉」策定

学校法人ガバナンス改革会議
「学校法人ガバナンス改革会議報告書」

私立学校法改正

日本私立大学連盟「私立大学ガバナンス・コード【第1.1版】」策定
公立大学協会「公立大学ガバナンス・コード（第１版）」策定

国立大学法改正

日本私立大学連盟「私立大学ガバナンス・コード【第2.0版】」策定

中教審「高等教育の在り方に関する特別部会」中間まとめ

金融庁「日本版スチュワードシップ・コー
ド」策定

金融庁、東京証券取引所
「コーポレートガバナンス・コード」公表

「公益法人のガバナンスの更なる強化等
に関する有識者会議（中間まとめ）」

社会福祉法等の改正。議決機関としての
評議員会の必置、一定規模以上の法人
への会計監査人の導入等を規定

他法人のガバナンスに関連する動き

学長のリーダーシップの確立／学長の選考・業績評価／学部長等の選
考・業績評価／監事の役割強化／教授会の役割の明確化等を提言

学長選考の透明化／経営協議会の構成の見直し／教育研究評議会に担当副学
長が評議員として参加／副学長の権限拡大／教授会の役割の見直し等を規定

私学全体に対する不信感につながるような異例な事態に所轄庁が適
切に対応するための仕組みを整備

多様性を受け止める柔軟なガバナンス等の重要性を指摘（各大学のマネジメント
機能や経営力を強化し、大学等の連携・統合を円滑に進められる仕組みの検討）

役員の職務及び責任の明確化等に関する規定の整備／情報公開の
充実／中期的な計画の作成／破綻処理手続きの円滑化等の改正

評議員（会）の在り方について以下を提案。評議員会による役員の選解任、運営
の重要事項議決、決算・事業実績の承認、書類交付請求、解任の訴え、違法行
為差止請求等の仕組みの導入。多様なステークホルダーを反映する構成、親族・
特殊関係者の就任禁止、学内関係者割合の上限、段階的引き下げ、理事兼務
者の議決権除斥、解任の訴えの仕組み整備、大臣解任勧告対象者に付加

学校法人についても他の法人の制度改革を踏まえ、ガバナンス機能
が発揮できる制度改正のための検討を行う

学校教育法改正（通称「大学ガバナンス改革法」公布）

評議員会を最高監督・議決機関に／理事会・理事による評議員選任
（解任）は認めない／評議委員と理事や職員との兼任不可等を提案

日本私立大学連盟「学校法人ガバナンス改革会議の最終報告に対
する意見声明、その他ガバナンスに関する意見」
日本私立大学団体連合会、日本私立短期大学協会「学校法人のガ
バナンス改革に関する声明」

学校法人のガバナンスに関する有識者会議

機動的かつ戦略的経営を行うためのガバナンス改革（多様な背景を持
つ学外者のガバナンス体制への参画、監事と理事・評議員の兼任禁
止等）、外部資金の積極的な獲得拡大等を提言

大規模国立大に運営方針を決める合議体「運営方針会議」の設置を
義務付ける等の改正

役員等の資格・選解任の手続き等と各機関の職務・運営等の管理運
営体制の見直し／学校法人の意思決定の在り方の見直し／監事・
会計監査人に子法人の調査権限付与／会計、情報公開、訴訟等に
関する規定の整備、役員への罰則規定の整備

急速な少子化が進行する中での将来社会を見据えた高等教育の在り
方の中で、「社会等からの信頼を得て今後も持続可能な発展を遂げるた
めには、自らが主体性をもって実行性のあるガバナンス改革を推進するこ
とで、高等教育機関の公共性を更に高めることも重要である」と提言

「新しい時代の公益法人制度の在り方に
関する有識者会議（最終報告）」情報開
示の拡充、外部理事・監事の導入、会計
監査人の必置範囲の拡大等を提案

法人の基礎的変更について、理事会の決定とともに評議員会の決議要／
理事会の監督機能によるガバナンス強化／評議員会のチェック機能による
ガバナンス強化／評議員の選任と評議員会の構成等の適切化／監事の地
位の独立性と職務の公正性の確保／重層的な監査体制の構築等を提案

中教審大学分科会
「大学のガバナンス改革の推進について」（審議まとめ）

経済産業省「コーポレート・ガバナンス・システム
に関する実務指針（CGSガイドライン）」策定

学校法人制度改革特別委員会
「学校法人制度改革の具体的方策について」

経団連提言「新しい時代に対応した大学教育改革の推進」

片見 悟史学校法人が一層発展していくために
　ガバナンスという語は多義的です。個人的には、ス

テークホルダーに信頼され得る、健全な経営を行うため

の管理体制のことだと考えます。学校法人にとっての

一番のステークホルダーは学生ですが、学校が社会の

公共のために存在することを踏まえれば、社会全体も

重要なステークホルダーです。公共性の担保のために

は法的規制をかけるのが一般的ですが、私学において

は、私人の志で設立されたという自主性を重んじ、規制

はできる限り抑えられています。私学にはそれぞれの歴

史があり、100法人あれば100通りのガバナンスがある

と認識しており、何か一つの正解の形があるわけではな

いと考えています。

　今回の私立学校法の改正は、何らかの個別具体の

私学の問題を契機に至ったわけではありません。2014

年の中教審の審議まとめ以降、学校教育法、国立大

学法人法、私立学校法それぞれでガバナンス強化を含

む改正が行われてきたように、継続的に議論されてきた

テーマです。特に私学は日本の大学生の８割を育てて

いることから、意欲と能力を持つ誰もが高等教育にアク

セスできる環境を維持するには、欠かせない存在です。

それ故に、「社会の信頼を得て学校法人が発展してい

くためのガバナンスの構築」が必要不可欠なのです。

　社会からの要請もあります。企業や他の公益法人に

公の存在としてのガバナンスが求められる中、「学校法

人にも同等のガバナンスが必要なのではないか」という

声が上がりました。もちろん、ほとんどの学校法人では適

切な運営がなされているところですが、現行制度は理事

会に権限が集中し過ぎているなど、適切な運営が制度

として担保できていないのではないかとの懸念も寄せら

れたところです。

　３度にわたる有識者会議で議論されたのは、社会の

信頼を得るための要点である「執行と監督の役割分

担」「建設的な協働体制」を、学校法人の制度にどの

ようにビルトインするかでした。

　18歳人口の減少が進み厳しい経営環境を迎える中、

学校法人が一層発展していくためには、社会からの信

頼、応援は欠かせないでしょう。特に資金面について

は、国も私学助成の充実に努めたいと考えており、寄

付金収入が私学における収入面での今後の伸びしろ

になってくると思います。これらのためには、社会から学

校法人への信頼が不可欠です。

社会からの評価を左右する各法人の判断
　内容が多岐にわたる今回の改正については、まずは

改正内容を理解してもらいたいと思います。解説資料

「私立学校法の改正について」では、冒頭に変更ポイ

ントをまとめ、各論の説明には図版も多用。寄せられた

質問＊2への回答も随時追加しています。

　理解を進める中で注目してほしい本改正法の特徴

が、理事選任機関、理事の構成、評議員の人数や構

成といったガバナンス上重要な事項が、一定の要件の

もと、最終的には各法人の判断に委ねられている点で

す。特に現状を大きく変えることになるような決断には

及び腰になり、出来る限り現状を維持したいと考えてし

まうかもしれませんが、まさにそこでどのような決断を行う

のかが社会からの評価を左右します。附帯決議【P.11

図表５】にも関連する内容がありますので、よくご確認

の上、対応を検討してください。

真価が問われるのは法対応後の「運用」
　対応の要点を１つ挙げるならば、いかに外部の視点

を取り入れるかになるでしょう。特に評議員は理事会を

けん制する役割が強化されます。職員評議員以外に

も、自身の役割を理解し、それを適切に果たせる外部の

人材に協力してもらう必要があります。何も言わずとも

法人の内情を共有でき、人選も就任依頼も容易だっ

た、いわゆる「身内」の人材と比べれば、選任のハード

ルは上がり、就任後の意思決定にも今まで以上に時

間がかかるかもしれません。しかし、そうした人にも納得

してもらうことができる計画や施策を立案しようとするこ

と自体が、社会から信頼を得るための取り組みだと言え

るのではないでしょうか。また、ガバナンス改革は、あくま

で教育・研究の質を向上させるための一つの手段であ

り、それ自体が目的でないことも忘れてはならない重要

な視点です。

　今回の法改正で、社会の要請に応えるための制度

は整いました。ただし、この制度改正の成否は、各学校

法人においてどのような運用がなされるかにかかってい

ます。まさに次年度からは、制度に魂を込めるフェーズ

になります。法に沿うだけにとどまらず、自法人ならでは

の理想のガバナンスを掲げ、主体的に取り組んでほし

いと考えます。世間が私学のガバナンスに注目している

今は、信頼を高めるチャンスでもあります。

かたみさとし●２００６年文部
科学省入省、スポーツ庁政策課
専門官、文部科学省初等中等
教育企画課教育制度改革室室
長補佐、千葉市教育委員会学
校教育部参事などを経て、２０２
２年より現職。

高等教育局 私学部
私学行政課 課長補佐

文科省に聞く！

め
ざ
す
べ
き
学
校
法
人
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
は
？

|
|
そ
の
し
く
み
で「
社
会
か
ら
の
信
頼
、応
援
が
得
ら
れ
る
か
」の
視
点
で
構
築
を
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撮影／亀井宏昭


